
資料３ 

ム 事 おけるリフォーム工事における
瑕疵担保期間について瑕疵担保期間について

※この調査は、本検討会のために日経ＢＰ社において行ったもの。（補助事業により公募・実施） 
  回答者プロフィールは参考２（P.4）を参照のこと。 
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調査結果 ＊集計ベースはリフォームの設計・施工関与者433件（いずれも単数回答）。それぞれ無回答を除いて算出 

Ａ．工事内容に躯体や雨水防水工事を含む場合 
リフォ ム工事における瑕疵担保期間は「なし」が戸建てで約２２％ マンションで約４４％あるが ５年や１０年もある なお 「な
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 リフォーム工事における瑕疵担保期間は「なし」が戸建てで約２２％、マンションで約４４％あるが、５年や１０年もある。なお、「な
し」という回答は、ほとんどが、特に契約書等で瑕疵担保期間の定めをしていないものである。 
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Ｂ．工事内容に躯体や雨水防水工事を含まない場合 
年

 「なし」が戸建てで約１９％、マンションで約３５％。その他多いのは、「７カ月～１年」と「２年」である。なお、「なし」という回答はＡと
同様、特に契約書等で瑕疵担保期間の定めをしていないものが大半である。 
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 ※いずれも、瑕疵担保期間のほか、保証期間、無料ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ期間等の名称で行われている場合を含む。 

マンションについての回答は専有部分のリフォームを想定したもの。 
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（参考１） 瑕疵担保責任について 

１．標準契約書（一般社団法人住宅リフォーム推進協議会） （抜粋） 
  

（瑕疵がある場合の責任） 
第９条  目的物に瑕疵がある場合、請負者は民法に定める責任を負う。 

２．民法 （抜粋） 

 
（請負人の担保責任の存続期間）  
第六百三十七条  前三条の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求及び契約の解除は、仕事の目的
物を引き渡した時から一年以内にしなければならない。  

仕事 的物 渡 を な 場合 前 期 仕事が終 た時から起算する２  仕事の目的物の引渡しを要しない場合には、前項の期間は、仕事が終了した時から起算する。
 
第六百三十八条  建物その他の土地の工作物の請負人は、その工作物又は地盤の瑕疵について、引渡し

の後五年間その担保の責任を負う。ただし、この期間は、石造、土造、れんが造、コンクリート造、金属造
そ 他 れら 類する構造 作物 は 十年とするその他これらに類する構造の工作物については、十年とする。  

２  工作物が前項の瑕疵によって滅失し、又は損傷したときは、注文者は、その滅失又は損傷の時から一
年以内に、第六百三十四条の規定による権利を行使しなければならない。  
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（参考２） 回答者プロフィール 

【業種】 【従業員数規模】 

【売上高】 

【地域】 

※実施期間：2011年01月21日(金) ～ 2011年01月28日(金) 
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